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～がん領域での経験を基に～
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「相談支援センター」の認知度経年推移
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図１．一般市民の「相談支援センター」の認知度

経年推移 （ア）利用したことが

ある

（イ）利用したことは

ないが、よく知ってい

る

（ウ）利用したことは

ないが、言葉だけは

知っている

（エ）知らない

（オ）わからない

a) 全国20歳以上の者、層化2段無作為抽出法にて、個別面接聴取により実施。3000人抽出、有効回収数1,767人（58.9%)
b) 全国20歳以上の者、層化2段無作為抽出法にて、個別面接聴取により実施。3000人抽出、有効回収数1,935人（64.5%）

c) 全国20歳以上の者、層化副次（3段）無作為抽出法にて、個別面接聴取により実施。4000人抽出、有効回収数1,233人（30.8%)
注）H19年世論調査では、（イ）「利用したことはないが、知っている」となっている。また（ウ）利用したことはないが、ことばだけは知っている」の
選択肢はない

出典 a)"がん対策に関する世論調査(平成19年9月調査)". 内閣府大臣官房政府広報室.http://www8.cao.go.jp/survey/h19/h19-gantaisaku/index.html
b)"がん対策に関する世論調査(平成21年9月調査)". 内閣府大臣官房政府広報室.http://www8.cao.go.jp/survey/h21/h21-gantaisaku/index.html
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H23年の20歳以上の人口（105,020千人）に換算すると、1%は
約100万人に相当。

 H21年からH25年に 「利用したことがある」人が、1.1%増加

 約110万人が利用したことに相当



拠点病院における相談支援センターの認知度調査
「相談支援センターを知っていますか？」

はい
35%

いいえ
65%

がん専門病院4施設 n=6,508
0%

はい
37%

いいえ
58%

無回答
5%

一般総合病院 n=2,380

【対象】 各調査施設に外来通院中のがん患者

【調査方法】外来受診手続き時に調査票を配布

【調査期間】 2011年11月から2012年1月（各施設1週間）

【有効回答数】 6,508名 （配付12,093名） 回収率53.8%
厚労科研がん臨床研究事業「相談支援センターの機能の評価
と地域における活用に関する研究」班（高山班）

H24年度第1回班会議資料より

【対象】各調査施設に外来通院中の患者

【調査方法】外来受診手続き時に調査票を配布

【調査期間】 2012年3月から実施中（各施設4日間）

【有効回答数】 2,380名（配付2,808）回収率86.0%
独）国立がん研究センター運営費交付金研究開発費「が
ん情報の収集、発信、評価」に関する研究」班（若尾班）

（途中経過報告） 4
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平成19年9月

内閣府：がん対策に関する世論調査
（平成19年9月調査）
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平成19年9月平成25年1月

内閣府：がん対策に関する世論調査
（平成25年1月調査）



がん医療に対する患者・ご家族の不安と、
信頼できるがん情報提供の要望

「がん対策推進アクションプラン2005」 （平成17年8月）
国民・患者のがん医療に対する不安や不満の解消を推進するとともに、現場のが
ん医療水準の向上と均てん化を図るため、がん対策に係る「がん情報提供ネット
ワーク」の構築を推進。

「がん対策基本法」（平成18年6月成立．平成19年4月施行）

7
「がん対策推進基本計画」 （平成19年6月 閣議決定）

がん患者の声から生まれたがん対策

相談支援センター（がん診療連携拠点病院に設置 平成18年8月～）
がん対策情報センター（国立がんセンターに開設 平成18年10月）
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○ がん予防の推進

○ がん検診の質の向上等

がん予防及び早期発見の推進

○ 専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供

体制の整備等

がん医療の均てん化の促進等

○ がんに関する研究の促進

○ 研究成果の活用

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に

資する治験の促進

○ 臨床研究に係る環境整備

研究の推進等

がん対策基本法（平成１９年４月施行）

国

民

がん対策を総合的かつ計画的に推進

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

地方公共団体

連携

が ん 対 策 推 進 基 本 計 画

具体的な目標及びその達成の
時期を定める

厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成

都道府県

都道府県がん対策推進計画

がん医療の提供の状況等を
踏まえ策定

国
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均霑化



２．がん医療に関す
る 相談支援・情報
提供

４．がんの予防３．がん登録 ５．がんの早期発見 ６．がんの研究

１．がん医療
①放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とチーム医療
の推進 ② がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
③ がんと診断された時からの緩和ケアの推進 ④地域の医療・
介護サービス提供体制の構築 ⑤医薬品・医療機器の早期開発
・承認等に向けた取組 ⑥その他

がんになっても安
心して暮らせる社
会の構築

７．小児がん ８．がんの教育・普及啓発 ９．がん患者の就労を含め
た社会的な問題

9

がんによる死亡者の減少（
７５歳未満の年齢調整死亡
率の２０％減少）

全てのがん患者及び家族
の苦痛の軽減並びに療養
生活の質の向上

1. 放射線療法、化学療

法、手術療法の更なる充
実とこれらを専門的に行
う医療従事者の育成

2. がんと診

断された時
からの緩和
ケアの推進

3.がん

登録の
推進

4. 働く世代や小児

へのがん対策の充
実

第２期がん対策推進基本計画（平成２４年６月）

重点的に
取り組む
べき課題

全体目標

分野別施策およびその達成度を測るための個別目標



がん対策基本法

がん対策推進基本計画 都道府県がん対策推進計画

がん診療連携拠点病院
指定要件の更新

がん対策推進協議会

都道府県

医療計画

都道府県
健康増進計画

都道府県介護保険
事業支援計画

調和

調和 調和

放射線療法及び化学療法の提供体制
の強化
緩和ケアの提供体制の強化
診療体制の強化

キャンサーボードの設置、

院内クリティカルパス、地域連携クリティ
カルパスの整備

相談支援センターの強化

２００７年６月

２００８年３月

２００８年４月

２００８年４月

２００８年４月

２００８年４月

２００７年４月

10

2008年4月
2010年4月
放射線療法の評価の拡充
外来化学療法の評価の引き上げ
緩和ケアに関する評価
拠点病院と地域連携に関する評価
拠点病院加算の拡充

診療報酬の改訂

２０１２年６月

２０１３年４月

２０１３年３月

２０１３年秋 ２０１４年４月



• 原則として全国すべての２次医療圏において、３年以内
に、相談支援センターを概ね１箇所程度整備

• すべての相談支援センターにおいて、５年以内に、がん
対策情報センターによる研修を修了した相談員を配置

• がんに関する情報を掲載したパンフレットの種類を増加

• 当該パンフレットを配布する医療機関等の数を増加

• 当該パンフレットや、がんの種類による特性等も踏まえ
た患者必携等に含まれる情報をすべてのがん患者及び
その家族が入手できるようにすることを目標とする。

がん対策推進基本計画（H19)
（３）がん医療に関する相談支援及び情報提供－個別目標

11



がん対策推進基本計画(H24)
２．がんに関する相談支援と情報提供－取り組むべき施策

• 国・地方公共団体・拠点病院等の各レベルでどのよ
うな情報提供と相談支援をすることが適切か明確に
し、学会、医療機関、患者団体、企業等の力も導入
したより効率的・効果的な体制構築を進める。

• 拠点病院は、相談支援センターの人員確保、院内・
院外の広報、相談支援センター間の情報共有や協
力体制の構築、相談者からフィードバックを得るなど
の取組を実施するよう努め、国はこうした取組を支
援する。

• 国立がん研究センターは、相談員に対する研修の
充実や情報提供・相談支援等を行うとともに、希少
がんや全国の医療機関の状況等についてもより分
かりやすく情報提供を行い、全国の中核的機能を担
う。 12



がん診療連携拠点病院指定要件より
３ 情報の収集・提供体制
（１）相談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行う機能を有する部門（を設置
し、当該部門において、アからキまでに掲げる業務を行うこ
と。なお、院内の見やすい場所に相談支援センターによる相
談支援を受けられる旨の掲示をするなど、相談支援センター
について積極的に広報すること。

① 国立がんセンターがん対策情報センター（による研修を修
了した専従及び専任の相談支援に携わる者をそれぞれ１人
以上配置すること。

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん

患者及びその家族並びに地域の住民及び医療機関等から
の相談等に対応する体制を整備すること。また、相談支援に
関し十分な経験を有するがん患者団体との連携協力体制の
構築に積極的に取り組むこと。

13



がん診療連携拠点病院指定要件より
相談支援センターの業務
ア がんの病態、標準的治療法等がん診療及びがんの予防・

早期発見等に関する一般的な情報の提供

イ 診療機能、入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門と
する分野・経歴など、地域の医療機関及び医療従事者に関
する情報の収集、提供

ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介

エ がん患者の療養上の相談

オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連
携協力体制の事例に関する情報の収集、提供

カ アスベストによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談

キ その他相談支援に関すること
14



2008/10/28
疾患管理研究会 第18会例会

がん診療連携拠点病院制度

都道府県厚生労働省

国立がん研究センター

がん対策情報センター

協力・支援

地域の医療機関
（かかりつけ医、在宅療養支援センター等）

＜拠点病院の役割＞

症例
相談

研修

診療
支援

情報
提供

●専門的ながん医療の提供等
●地域のがん医療連携体制の構築
●情報提供、相談支援の実施

都道府県がん診療連携拠点病院
相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

診療支援

研修

研修

情報
提供

４７都道府県（３９７カ所）H２5年４月現在
・都道府県がん診療連携拠点病院：５１ 病院
・地域がん診療連携拠点病院 ：３４６病院



専従

34%

専任

22%

兼任

44%

専従・専任・兼任別相談員数構成

5%

34%

1%
32%

3%

7%

3%
1% 0%

1%

12%

1%

職種別相談員構成

医師

看護師

保健師

社会福祉士

精神保健福祉士

医療ソーシャルワーカー

医療心理に携わる者

薬剤師

臨床検査技師

栄養士

一般事務員

その他

相談支援センター
の体制
平成22年度現況報告書
（平成22年9月）速報値
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相談支援センターの実績 H22年現況報告書より速報値

平成22年6月～7月（43日間）の相談件数 388施設
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総数 88,347件 平均 227.6件 中間値 119件
1日あたり 平均 5.3件 中間値 2.8件
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相談者区分

76%

20%

2% 2%

院内

院外

その他

不明

N=7,797
H22年3月1日～5日

H21年度がん医療水準の均てん化を
目的とした医療水準調査事業報告書
（財）がん集学的治療財団

１病院の相談窓口から脱却
できていない。
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84%

16%

自施設の患者の相談

自施設以外の患者の相談

H22年度現況報告書（速報値）

N=88,307
H22年6月～7月



相談支援センターVS.医療連携室
H22年現況報告書別紙32より速報値

相談支援センター<<<医療連携室
∵連携業務は病院経営に直接的メリットあり

相談支援業務は、指定要件を満たせば．．．
がん治療連携計画策定料の導入でさらに加速

相談支援業務充実のインセンティブの創設が必要
19

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相談支援センターが医療連携室の業務を

兼ねている

相談支援センターの業務として自施設の

受診までの流れや予約方法などについて

説明を行っている

相談支援センターの業務として自施設の

患者さんのための後方連携を行っている

はい

いいえ
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がん対策情報センター



がん対策情報センター

センター長

がん情報提供研究部

がん統計研究部

がん医療支援研究部

専門家パネル群

がん登録研修専門家パネル

相談支援センターがん専門相談員
研修専門家パネル

画像診断コンサルテーション
推進室コンサルタント

•がん対策情報センターから依頼さ
れる課題について、専門的知識の
提供をおこない、がん対策情報セ
ンターの活動を支援する。

放射線治療品質管理推進室
アドバイザリーパネル

病理診断コンサルテーション
推進室コンサルタント

がん看護研修
アドバイザリーパネル

患者・市民パネル

•がん対策情報センターから依頼される課
題について、患者・家族、市民の視点に
立った提案等を行い、がん対策情報セン
ターの活動を支援する。

•任期２年
•がん種、地域を幅広く
•選考委員会にて選考（書類審査）
•理事長より委嘱
•主な活動

－患者・市民の立場での提案、意見出し
－がん対策情報センターの活動の広報
－コンテンツ作成作業の実施
－公開前情報の評価
－意見交換会への参加

国立がん研究センター

委嘱 委嘱外部委員
意見交換会

たばこ政策研究部 医科歯科連携推進専門家パネル

たばこクイットライン事業
専門家パネル

地域がん登録標準システム利用
推進専門家パネル

がん政策科学研究部

がんサバイバーシップ
支援研究部



患者さん、ご家族、一般
国民の方

情報提供

がん対策情報センター患者・市民パネル

提案、意見

患者・市民パネル

広報

全国から公募した100名のがん患者、ご家族、市民の方に、それぞれの立

場からがん対策に関する提案、作成された情報のチェック、周りの方への広
報などを通して、がん情報普及のための活動をご支援いただいています。

主な活動：

•患者・市民が望むがん情報
検討会での討論に参加

•新たに公開する情報のレビュ
ー

•患者必携に対する評価
•患者必携への体験談の提供

•市民向けがん情報講演会な
どの情報普及協力活動など

国立がん研究センター
がん対策情報センター
情報編集・情報評価
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http://ganjoho.jp

がん

国立がん研究センター
がん対策情報センター
がん情報サービス

13,563ﾍﾟｰｼ
3,385万PV
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がんの冊子51種、新規冊子を随時追加 がん診療連携
拠点病院397施設

都道府県指定
約400施設

＋県設置相談窓口施
設

自治体
保健所等も含む

その他医療施設
申請ベース

委託
業者

がん関連情報を掲載した冊子の
医療機関向け発注システム構築

期間限定で
販売権を付与

国立がん研究センター

発注システムにより
24時間受注可
年４回納品

著作物利用料
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がんになったら
手にとるガイド

わたしの
療養手帳 38

患者必携
がん対策推進基本計画分野別施策（３）がん医療に関する相談支援及び情報提供
（取り組むべき施策）
 インターネットの利用の有無に関わらず、得られる情報に差が生じないようにする

必要があることから、がんに関する情報を掲載したパンフレットやがん患者が必
要な情報を取りまとめた患者必携を作成し、拠点病院等がん診療を行っている医
療機関に提供していく。

（個別目標）
 当該パンフレットや、がんの種類による特性等も踏まえた患者必携等に含まれる

情報をすべてのがん患者及びその家族が入手できるようにすることを目標とする
。

別冊

患者さんのしおり

（「がんになったら手に
とるガイド」概要版）

ちらし
もしもがんが
再発したら
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鳥取県

秋田県 山形(村山地区） 茨城県 栃木県 神奈川県

愛知県静岡県 三重県 大阪府 広島県 山口(宇部市)

香川県 愛媛県 高知県 沖縄県

作成済みの地域の療養情報

第4回外部委員意見交換会



映画タイアップポスター



民間企業とのがん情報の普及啓発等に関する
包括的連携に関する協定書の締結
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市民向けがん情報講演会

がん情報サービス向上の
ための地域懇話会

メディアセミナー
Medicine in the Media ）

各種イベント



都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会

情報提供・
相談支援部会H22年度設置
H24年度設置

H23年度設置

臨床試験部会 がん登録部会

拠点病院の意見を
とりまとめ提案

がん対策推進協議会

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会(53施設）

H20年度設置

緩和ケア
部会
H25年度設置

厚労省健康局



全国拠点病院の“相談支援センター”の名称

• 施設名もしくは相談支援センター名に「がん」とつく
名称を用いている施設は、277施設（69.8%）

44

“相談支援センター”の名称
細かい違いを含めた名称数

2012年10月末
117種類

がん相談支援センター 129施設
（併記含+10）

がん相談支援室 48施設
（併記含+10）

相談支援センター 38施設

がん診療医相談支援センター 7施設

医療相談室 6施設

地域医療連携室 11施設

2013年度（2012年10月末提出）現況報告より作成
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利用者にとってわかりやすく、有益な相談支
援を提供するために
院内の連携を進めるとともに、相談支援センターの名

称については、病院固有の名称との併記を認めた上
で、原則「がん相談支援センター」で統一を進める。



相談支援センター相談員研修
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基礎研修

基礎研修
（1）

2日間（6時
間）

500
人

年1回 普遍的な知識として押させおくべきがん医
療の基本事項について学ぶ

基礎研修
（2）

3日間（12時
間）

500
人

年1回 各種がんや予防・検診・支持療法等各論に
ついて学ぶ

基礎研修
（3）

2日間（16時
間）

300
人

年4回 実際の相談を想定した事例を用いて個別
相談支援業務におけるプロセスを学ぶ

指導者研修

指導者研修（教材作り） 1日(8時間） 同一都道府県内のがん診療連携拠点
病院に所属する原則3人1組のチーム指導者研修（ファシリテー

ション）
1日(8時間）

指導者研修（研修計画） 1日(8時間）

指導者フォローアップ研修 1日(8時間）



研修修了者の分布状況

基礎研修(1)修了者 230 
基礎研修（１）+(2)
修了者

955 

基礎研修(1)+(2)+(3)
修了者

467

相談支援センターでの配置状況
H21年度現況報告書より

基礎研修(1)修了者 2038 

基礎研修(2)修了者 1692 

基礎研修(3)修了者 635

研修修了者数（研修記録より）
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相談支援セ
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ブロック別地域相談支援フォーラムの開催

九州沖縄ブロックフォーラム
１２月１日（土）１０：００－１８：００

熊本大学医学部附属病院

中国・四国ブロックフォーラム
３月９日（土）１０：００－１８：００
岡山市国際交流センター

 ネットワーク構築（相談支援センター間、行政-拠点病院間
、拠点病院－医療福祉施設間、県境を越えた広域）

 好事例・先進事例の共有
 相談支援センターの周知

 ブロック内の相談支援センター（指導者研修修了等）
メンバーによる実行委員会構成

 ブロック内県担当者の参加
 他県の好事例共有
 県をミックスしたグループワーク
 一般向け公開セミナーを同時開催

地域訪問（県庁、拠点病院）→ニーズ分析→ブロック単位での情報共有の必要性を認識

実
施
内
容

波
及
効
果

活動の活性化・体制の均てん化
質向上の取り組み促進

利用者に役立つ相談提供

８/３１ 北関東・信越ブロック
10/19 北陸・東海ブロック



患者さん
ご家族
国民の方

都道府県がん診療連携
拠点病院連絡協議会

地域がん診療連携拠点病院

がんの冊子

厚生労働省



医
療
従
事
者
の
研
修



病
理
・
画
像
診
断
コ
ン
サ
ル



相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
支
援



が
ん
登
録
実
施
支
援

地方自治体

提
言

支
援

連携

民間企業・NPO
連携

院
内
が
ん
登
録
デ
ー
タ

地
域

が
ん
登
録

がん登録

患者必携

ブロック別相談支援
フォーラム

全国がん(成人病）
センター協議会

23コース、34回実施、808人指導者研修

10コース、40回実施、4,202人基礎・中級者研修 450件病理コンサル

がん情報ｻｰﾋﾞｽ

相談

患者必携
ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

相談支援
センター

346ヵ所

51ヵ所
都道府県がん診療連携拠点病院

情報提供国立がん研究センター
がん対策情報センター

データ収集・情報発信・均てん化支援


